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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第49期
第１四半期
累計期間

第50期
第１四半期
累計期間

第49期

会計期間

自平成25年
　４月１日
至平成25年
　６月30日

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　６月30日

自平成25年
　４月１日
至平成26年
　３月31日

売上高 （百万円） 9,639 4,015 41,830

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 1,163 △2,497 4,256

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）
（百万円） 772 △1,634 2,735

持分法を適用した場合の投資利益 （百万円） － － －

資本金 （百万円） 3,281 3,281 3,281

発行済株式総数 （株） 254,955 25,495,500 25,495,500

純資産額 （百万円） 46,363 44,904 47,004

総資産額 （百万円） 56,304 56,730 54,214

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） 31.01 △66.98 110.17

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 2,525

自己資本比率 （％） 82.3 79.2 86.7

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 1,052 △2,516 3,657

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △210 △1,443 △2,775

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △570 △573 △1,888

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 27,702 21,892 26,425

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社の損益等からみて重要性が乏しいものとして記載を

省略しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第49期第１四半期累計期間および第49期

は潜在株式が存在しないため、第50期第１四半期累計期間は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

５．当社は、平成25年10月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式の分割を行っております。１株当た

り四半期（当期）純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額につきましては、当該分割が第49期の期首に

行われたと仮定し算定しております。

６．当社は、平成25年10月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式の分割を行っております。そのた

め、第49期の１株当たり配当額につきましては、中間配当額を分割前の2,500円、期末配当額を分割後の25

円（株式分割前では2,500円）とし、年間配当額は単純合計額である2,525円として記載しております。

 

EDINET提出書類

株式会社藤商事(E02488)

四半期報告書

 2/18



２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）業績

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、消費増税前の駆け込み需要の反動が見られたものの、政府主導に

よる経済政策などを背景に、企業業績や雇用環境等の改善が進み、景気は緩やかな回復基調にあります。

パチンコホール業界におきましては、参加人口の減少や遊技費用を抑制する傾向に変わりはなく、経営環境は引

き続き厳しい状況にあります。

パチンコ遊技機では、低貸玉営業での遊技機設置比率が上昇するとともに、従来の営業形態での集客や稼働は低

迷しており、収益面では厳しい状況が続いております。このため、遊技機の購入につきましても慎重な姿勢によ

り、安定稼働が見込める実績のある機種に需要が集中いたしました。

パチスロ遊技機では、人気シリーズの後継機種の需要は堅調に推移したものの、稼働や収益面は伸び悩みを見せ

ております。

このような状況のもと当社は、『知恵と工夫』をもって「稼働本位」「流行創出」の実現を当期の事業方針に掲

げております。ファンの皆様が長期間楽しんでいただける「オモシロさ」にこだわり、新規性や独自性の追求によ

る商品力の向上と、幅広いファン層に対応した販売ラインナップの充実に取り組んでおります。

パチンコ遊技機では、新たに２タイトルを市場投入いたしました。

以上の結果、当第１四半期累計期間の業績につきましては、売上高40億15百万円（対前年同期比58.3％減）、営

業損失25億43百万円（前年同期は営業利益11億21百万円）、経常損失24億97百万円（前年同期は経常利益11億63百

万円）、四半期純損失16億34百万円（前年同期は四半期純利益７億72百万円）となりました。

 

※製品別の状況は次のとおりであります。

 

（パチンコ遊技機）

パチンコ遊技機につきましては、新規タイトルとして、前作のドラキュラやモンスター達との手に汗握るバトル

の魅力をそのままに、新しいパチンコの面白さを追求した「ＣＲヴァン・ヘルシングⅡ」（平成26年５月発売）、

人気の連載漫画をモチーフに、ライトユーザーなどの幅広いファン層に楽しんで頂ける仕様にした「ＣＲ嬢王」

（平成26年６月発売）を市場投入したほか、前事業年度に発売したシリーズ機種などを追加発売いたしました。

以上の結果、販売台数は13千台（対前年同期比56.1％減）、売上高40億３百万円（同58.5％減）となりました。

 

（パチスロ遊技機）

パチスロ遊技機では、当第１四半期累計期間につきましては新機種の発売はありませんでした。
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(2）キャッシュ・フロー

当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ45億33百

万円減少し218億92百万円となりました。

 

当第１四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、25億16百万円（前年同期は10億52百万円の資金の増加）となりました。

これは主に、仕入債務の増加額49億18百万円、減価償却費７億79百万円などが増加の要因であり、税引前四半期純

損失24億98百万円、たな卸資産の増加額57億５百万円などが減少の要因であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、14億43百万円（前年同期は２億10百万円の資金の減少）となりました。

これは主に、有価証券の償還による収入２億円などが増加の要因であり、投資有価証券の取得による支出８億10百

万円、有形固定資産の取得による支出６億10百万円などが減少の要因であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、５億73百万円（前年同期は５億70百万円の資金の減少）となりました。

これは、配当金の支払によるものであります。

 

(3）事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業上および財務上の対処すべき課題はありません。

 

(4）研究開発活動

当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、23億61百万円であります。

なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年８月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 25,495,500 25,495,500

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 25,495,500 25,495,500 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年４月１日～

平成26年６月30日
― 25,495,500 ― 3,281 ― 3,228

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  1,100,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 24,394,200 243,942 －

単元未満株式 普通株式      1,300 － －

発行済株式総数 25,495,500 － －

総株主の議決権 － 243,942 －

 

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社 藤商事
大阪市中央区内本町

一丁目１番４号
1,100,000 － 1,100,000 4.31

計 － 1,100,000 － 1,100,000 4.31

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、四半期財務諸表等規則第４条の２第２項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成26年４月１日から平成26

年６月30日まで）および第１四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期財務諸表

について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金およびキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の

財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものと

して、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準および利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準 0.4％

売上高基準 0.0％

利益基準 1.2％

利益剰余金基準 △0.2％
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 26,826 22,292

受取手形及び売掛金 3,454 3,077

有価証券 900 800

商品及び製品 3 3,267

原材料及び貯蔵品 2,962 5,404

前渡金 3,442 2,933

繰延税金資産 2,441 3,428

その他 222 706

貸倒引当金 △4 △3

流動資産合計 40,249 41,908

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,861 1,836

機械及び装置（純額） 174 259

工具、器具及び備品（純額） 1,440 1,572

土地 3,200 3,200

その他（純額） 62 60

有形固定資産合計 6,739 6,928

無形固定資産 171 173

投資その他の資産   

投資有価証券 4,799 5,828

長期前払費用 1,710 1,320

その他 931 957

貸倒引当金 △388 △386

投資その他の資産合計 7,053 7,720

固定資産合計 13,965 14,822

資産合計 54,214 56,730
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  （単位：百万円）

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成26年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 3,673 8,329

未払法人税等 384 10

賞与引当金 265 207

役員賞与引当金 97 -

その他 1,231 1,645

流動負債合計 5,652 10,193

固定負債   

退職給付引当金 729 707

その他 827 925

固定負債合計 1,556 1,632

負債合計 7,209 11,826

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,281 3,281

資本剰余金 3,258 3,258

利益剰余金 41,062 38,818

自己株式 △1,129 △1,129

株主資本合計 46,472 44,228

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 532 676

評価・換算差額等合計 532 676

純資産合計 47,004 44,904

負債純資産合計 54,214 56,730
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

売上高 9,639 4,015

売上原価 4,752 1,993

売上総利益 4,886 2,022

販売費及び一般管理費 3,765 4,565

営業利益又は営業損失（△） 1,121 △2,543

営業外収益   

受取配当金 26 29

受取賃貸料 4 4

利用分量配当金 10 5

受取ロイヤリティー 1 2

その他 9 11

営業外収益合計 53 54

営業外費用   

シンジケートローン手数料 7 6

賃貸収入原価 1 1

その他 2 0

営業外費用合計 10 8

経常利益又は経常損失（△） 1,163 △2,497

特別利益   

固定資産売却益 0 －

特別利益合計 0 －

特別損失   

固定資産除却損 0 0

特別損失合計 0 0

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 1,163 △2,498

法人税、住民税及び事業税 266 13

法人税等調整額 125 △877

法人税等合計 391 △863

四半期純利益又は四半期純損失（△） 772 △1,634
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失

（△）
1,163 △2,498

減価償却費 349 779

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △1

賞与引当金の増減額（△は減少） △187 △57

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △150 △97

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4 △21

受取利息及び受取配当金 △31 △34

固定資産売却損益（△は益） △0 -

固定資産除却損 0 0

売上債権の増減額（△は増加） △262 377

たな卸資産の増減額（△は増加） △684 △5,705

前渡金の増減額（△は増加） △182 509

長期前払費用の増減額（△は増加） △44 67

仕入債務の増減額（△は減少） 1,471 4,918

未払金の増減額（△は減少） 431 △217

その他 193 △199

小計 2,069 △2,180

利息及び配当金の受取額 29 32

法人税等の支払額 △1,046 △368

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,052 △2,516

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 - △101

有価証券の償還による収入 90 200

有形固定資産の取得による支出 △296 △610

有形固定資産の売却による収入 0 -

無形固定資産の取得による支出 △2 △2

投資有価証券の取得による支出 △0 △810

その他の支出 △3 △119

その他の収入 2 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △210 △1,443

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △570 △573

財務活動によるキャッシュ・フロー △570 △573

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 270 △4,533

現金及び現金同等物の期首残高 27,431 26,425

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 27,702 ※ 21,892
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。

以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文および退職給付適用指針第67項本文に

掲げた定めについて当第１四半期会計期間より適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退

職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残

存勤務期間に近似した年数に基づく割引率を使用する方法から退職給付の支払見込期間および支払見込期間ご

との金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

なお、これによる期首の退職給付引当金および利益剰余金、ならびに損益に与える影響はありません。

 

（会計上の見積りの変更）

該当事項はありません。

 

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

該当事項はありません。

 

（四半期貸借対照表関係）

１ 偶発債務

得意先の分割支払債務に対するリース会社への保証は、次のとおりであります。

債務保証

 
前事業年度

（平成26年３月31日）

当第１四半期会計期間

（平成26年６月30日）

 取引先 47社 47百万円 取引先 44社 25百万円

 

２ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と貸出コミットメント契約を締結しております。

これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）

当第１四半期会計期間

（平成26年６月30日）

貸出コミットメントの総額 10,000百万円 10,000百万円

借入実行残高 － －

差引額 10,000 10,000

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

 
前第１四半期累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

現金及び預金勘定 27,952百万円 22,292百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △250百万円 △400百万円

現金及び現金同等物 27,702 21,892
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日

定時株主総会
普通株式 622 2,500 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 609 25 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

 

（金融商品関係）

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（有価証券関係）

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（持分法損益等）

当社では、関連会社の損益等からみて重要性が乏しいものとして記載を省略しております。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年６月30日）および当第１四半期累計期間（自平成

26年４月１日　至平成26年６月30日）

当社は、遊技機事業の単一セグメントにより構成されており、記載を省略しております。

 

EDINET提出書類

株式会社藤商事(E02488)

四半期報告書

14/18



（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額または１株当たり四半期純損失金額および算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前第１四半期累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
31円01銭 △66円98銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（百万円）
772 △1,634

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純損

失金額（百万円）
772 △1,634

普通株式の期中平均株式数（株） 24,895,500 24,395,500

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第１四半期累計期間は潜在株式が存在しないた

め、当第１四半期累計期間は１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、記載して

おりません。

２．当社は、平成25年10月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式の分割を行っております。１株当た

り四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額および普通株式の期中平均株式数につきましては、当

該分割が前事業年度の期首に行われたと仮定し算定しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年８月７日

株式会社藤商事

取締役会 御中

 

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山本 操司     印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 笹山 直孝     印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社藤商事

の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第50期事業年度の第１四半期会計期間（平成26年４月１日から平成26年

６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社藤商事の平成26年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１. 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２. ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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